
    地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会 報告書の概要 

【先進自治体の取組事例からみる標準化のポイントと提言】 

・ 効率化効果の把握方法についてポイントを整理（業務処理時間の削減量の測定方法等） 

・ 各地方自治体の情報化推進計画等に業務の標準化・効率化効果目標を盛り込む。 
 ⇒ 自治体クラウド等を契機とした業務の標準化・効率化の取組を徹底的に推進 

【業務の標準化・効率化を進めていくための手法、環境整備についての提言】 

制度改正のシステ
ムへの反映 

様式の標準化 
ベストプラクティス 

の提供等 

地方自治体の 
ＩＣＴ調達支援 

・既存様式→ 中小規模団体を中心にクラウド
化にあわせて標準化を推進 

・新規様式→ 制度導入時に標準化の徹底 

・効率的なシステム改修を行うための 
 国（制度）とベンダー（システム）の連携強化  

・地方自治体に対する的確なフォローを実施 
・中間標準レイアウト仕様※等の普及促進 
（※自治体が現状と異なる事業者のシステムに変更  
  する際のデータ移行の円滑化のための形式。） 

・地方自治体に優良事例を情報提供 
・国・地方自治体・ベンダーとの情報交換等の
場を設置 

【業務の標準化・効率化効果の把握方法等についての提言】 

ＩＣＴの進化⇒自治体の業務
にＩＣＴシステムが不可欠 

【現状】 

クラウド化、総合窓口、 
コンビニ交付 など 
ＩＣＴを活用する取組の進展 

長年の自治体における 
業務改善の奨励 
⇒自治体間・部局間で様式・
業務処理手順がバラバラ 

 <標準化の阻害要因> 

業務の標準化・効率化を進めるに 
あたっての課題を検証 
⇒  ・ 課題解決方策の提示 
    ・ 標準化・効率化効果の把握

方法の検討 

【課題】 【本研究会における検討】 
筋肉質の自治体 
への進化 

ICT化と業務の一体
改革 

社会保障・税番号 
制度の導入 

標準化のポイント・効率化効果 提言 

総合窓口 窓口業務のパターン化等による業務フローの見直し（BPR）、標準化 
 （効果）・ 縦割り排除による効率化 
       ・ 住民の利便性向上、業務全体の効率化 

○ 人口規模にかかわらず導入可能 
○ 番号制度導入により、各自治体において

更なる検討が進むことを期待。 

総務事務センター 内部事務の集約による庶務業務のBPR・標準化 
 （効果）・ 人員の効果的配置 
       ・ アウトソーシングの活用可能性拡大 

○ 特に大規模自治体にスケールメリット 
○ 未対応の大規模自治体は積極的な対応

が望ましい。 

自治体クラウド 複数自治体同士の協議により様式・業務手順を統一、標準化 
 （効果）・ 割り勘効果によるシステムコスト削減 
       ・ 共同アウトソーシングによるコスト削減 

○ 中小規模自治体での導入が中心 
○ 大規模自治体においても改革に取り組む

ことが必要。 

参考資料２ 



自治体クラウド取組比較 

  神奈川県システム組合 埼玉県町村会 秋田県町村会 

団体数 
１４町村（県内全町村） 
※基幹系システムの共同利用は１３町村 

１８町村（１８/２３町村） １２町村（県内全町村） 

体制（協議会／一組） 一部事務組合 協議会 一部事務組合 

基幹系システム導入分野 
（住民、税、国保、年金、福祉系） 

全分野を導入 全分野を導入 全分野を導入 

具 
体 
的 
な 
調 
整 
方 
法 

基本 

・県内どの町村も１～２時間程度でアクセス
可能という神奈川県の強みを背景に、基本
的には集合形式で画面等を見ながら調整
を実施。 

・課題の内容や重要性などから共同で対応
するものと各団体に委ねるものを選別。 
・システムが変更となる町村の職員の負担を
軽減するため、運用安定まで１ヶ月程度ベン
ダの支援担当者を常駐させた。 

・対面の会議を実施。 
・グループウェア（掲示板等）の活用により、
対面会議の前に調整を実施。 

カスタマイズ 
（導入時） 

・基本的に、パッケージに含まれる機能を
利用し、カスタマイズを極力行わない。（導
入後も同様の方針） 

・埼玉県の地方公共団体で導入実績があり、
複数団体の利用を前提としたパラメータ設定
方式（機能選択型）のパッケージを採用する
ことでカスタマイズを抑制。 

ノンカスタマイズという首長決定の下、各団
体で調整。調整後もカスタマイズが残ったた
め、再度首長がノンカスタマイズの方針を
確認し、カスタマイズを削減。 

カスタマイズ 
（運用開始後） 

・カスタマイズ要望案件がパッケージ標準
対応での機能追加が予定されている場合、
除外するとともに、対応状況を事業者に報
告させる。 
・パッケージの標準対応が見込めないもの
でも、真に必要性が高いものは採用する場
合がある。優先順位は業務WG内で決定。 

・カスタマイズについては基本的に全団体の
要望するもの以外は実施しない方針だが、
各団体の責任において個別のカスタマイズを
実施可能とし、町村会はカスタマイズ抑制の
アドバイス等を実施。 

カスタマイズを極力減らして一度運用し、改
善要望があれば、本当に必要な機能につ
いてカスタマイズを検討する予定。 

その他の特色 

・従来から一部事務組合で業務を処理する
ことが多く、共同化の土壌があった。 
・協議会等の様々な方式を比較検討する
中、契約主体となれる一組を選択した。 

・組織の設立・運営にコストのかからない任
意協議方式とし、契約については協議会で
作成・合意した雛形を利用して各町村におい
て実施。 
・ＩＣＴ部門の業務継続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）の
共同化を検討。 

・システムの共同化は市町村合併と似た調
整が必要だが、合併時における調整の経
験は、システム共同化において役立つ。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  自治体クラウド 【神奈川県町村情報システム共同事業組合】  

① 概略 

○ 平成２０年度末、神奈川県町村会において情報システムの共同化の検
討を開始、一部事務組合を新たに設立し、神奈川県の全１４町村で情報
システム共同化を実施。 

○ 平成２３年９月より順次共同システムへ移行。（準備期間：約２年間半） 

② 経緯・推進体制 

○ 一組で様々な事業を実施しており（消防、介護認定、ごみ処理等）、共
同で物事に取り組む土壌があった。 

○ 各町村がシステム改修経費の負担となっている中、開成町の町長が町
村会にて情報システムの共同化を提案。 

○ 首長及び企画・財政部門の課長会議でコスト削減のための情報システ
ムの共同化の方向性が決められた。 

 
③ 効果 

○ 情報システム経費の削減（約３０％の減） 
○ 町村における調達・契約事務の軽減（一部事務組合が実施） 
○ 共同アウトソーシングの実施（印刷、封入） 
○ 他の町村職員との交流により、情報共有等が可能となる関係を構築 
○ データセンターの活用による業務継続性の確保、セキュリティの強化   
 

管理者 事務局 

理事会（町村長） 

プロジェクト推進責任者会議 
（企画・財政部門の課長） 

プロジェクト主任者会議 
（町村の担当者等） 

A町 B町 C村 

町村 

システム組合 

負担金 

ベンダ 契約 



情報システムサービスの共同調達  

 
内容重視のプロポーザル方式（技術：価格→８：２） 
パッケージ ＋ ＥＵＣ支援（カスタマイズ回避） 

参加型の調達手続き 
 各町村業務主任者から業務別機能要件(約3400項目) 
 各町村業務主任者の投票によりデモ評価 

決定事業者（日立情報システムズ※ 2011/10/1「日立システムズ」に名称変更） 
 
基幹系業務システム(全４６業務システム)をパッケージによりカバー 
⇒ 各システムの利用町村増 

神奈川県町村情報システム共同事業組合 
提供資料抜粋 



カスタマイズ抑制方法（ＥＵＣによる対応） 

※ＥＵＣ：end user computing 
          システム管理者ではなく、企業経営者や業務部門などのシステムサービス利用者が直接的・主体的にコン   
       ピュータを操作したり、システムの構築に関与し、経営や業務に役立てること。ここでは、情報処理を業務シス 
       テムに全部行わせるのではなく、データを出力して加工する等により、一部を業務主管課の職員自身が行うこと。   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

神奈川県町村情報システム共同事業組合 
提供資料抜粋 



  自治体クラウド 【埼玉県町村会】  

① 概略 
○ 厳しい定員管理と限りある財源の中、住民ニーズの多種多様化等に応
える必要がある中で、各町村それぞれの個別対応において、頻繁に行わ
れる法改正への対応やセキュリティ対策、災害対応、関係経費の高騰化
が課題となっていた。 

○ 各種調査を経て、平成２５年５月に埼玉県情報システム共同化推進協
議会を設立し、県内２３町村のうち１８町村で情報システム共同化を実施。 

○ 平成２５年１０月より順次共同システムへ移行。（準備期間：約２年間半） 

② 経緯・推進体制 
○ 住民ニーズの多種多様化等に応える必要がある中で、各町村に共通し
た課題解決のために共同化を検討。 

○ 平成２５年４月まで、各町村の情報システムの関係経費や費用削減効
果を調査。 

○ トップダウン方式により早い段階から推進の方向性の確定 

○ 十分な機能を有するパッケージシステムに業務を合わせることを基本方
針とした。 

○実績のあるコンサルタントを採用し漏れのない課題抽出を行い、精度の
高いプロジェクト推進計画に基づき事業を実施。 

 
③ 効果 
○ 情報システム経費の削減（４４．６％の減）   

○ データセンターの活用による業務継続性の確保、セキュリティの強化 

○ 総務省が公表した中間標準レイアウトを一部の業務で活用しベンダ   

   ロックイン回避 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ベンダ 

契約 

A町 B町 C村 

企画・財政担当
課長会議 

事務局 

システム 
責任者会議 

理事会 

業務ＷＧ 

調整 

協議会 



埼玉県町村会 
提供資料抜粋 

推進体制 



埼玉県町村会 
提供資料抜粋 

税収が落ち続けていて 
「カネが無い」 

行政業務が複雑・煩雑・多様化 
「人材・能力ともに不足」 

住民や国が地方自治体に求める 
「サービスが多種多様化＋高度化」 

 
 

・発注側規模・数増のスケールメリット
によるボリュームディスカウント 

 
 

 
・統一カスタマイズによる割り勘効果 
                                        の増大 

•事務職としての採用(非専門職） 
•人事ローテーション 
•情報技術の発展による技術刷新 
•上層部のITへの理解不足 

•政権交代による新サービス増加 
• ＩＴ重視戦略 
•新たな電子サービスの開始 
•コンビニ収納などのマルチ収納 

• 税収の減少 
• 交付税、補助金等の削減 
• 税・料等の収納率低下 
• 新制度、法改正費用によるＩＴ経費 
                                       の負担増 

相反する 
ニーズ 

単独対応 単独対応 単独対応 相反する 
ニーズ 

 
 
・ＢＣＰ（データセンター活用） 
・コンビニ交付、収納多様化等 
 
 
 
・住民向けシステム投資によるサー 
                                      ビス向上 

自治体クラウド（単独所有→共同利用） 

ボリュームディスカウント 

法改正費用の割り勘効果 

新システム投資の予算確保 

住民サービス向上 

自治体クラウドの効果 

・IT担当が集う場（法改正費用の情報 
 交換、国の動向など） 
・事業者交渉での共同戦線 
・事務局が代行（自治体クラウド後） 

検討・運用組織 

職員負担軽減 

システム協議会の効果 

自治体クラウド導入による諸課題の解決 



  自治体クラウド 【秋田県町村電算システム共同事業組合】  

① 概略 
○ 平成２１年度、秋田県町村会において情報システムの共同化について
調査研究を開始、平成２３年度末にシステム共同化に取り組むことにつ
いて首長が合意。その後、一部事務組合を新たに設立し、秋田県の全１
２町村で情報システム共同化を実施。 

○ 平成２５年９月より順次共同システムへ移行。 （準備期間：約４年間） 

③ 効果 
○ 情報システム経費の削減（約３０％の減（試算）） 
○ データセンターの活用による業務継続性の確保、セキュリティの強化 
○ 町村における調達・契約事務の軽減（一部事務組合が実施） 
○ 他の町村職員との交流により、情報共有等が可能となる関係を構築   

② 経緯・推進体制 
○ 法改正等に伴う情報システムの改修・開発による財政負担の高まりに
より、秋田県町村会理事会において電算システムの共同化の提案。 

○ 平成２１年８月から先進事例の調査研究を実施すると共に、各町村の
システム、関係経費の調査を実施。 

○ 平成２３年度末に、システムのカスタマイズを最小限に抑えること、パッ
ケージ外の業務についても共同利用することなどの基本方針等に基づ
き、全町村での情報システムの共同化に取り組むことに合意。 

○ 各団体からの派遣職員に加え、他団体での共同化の工程管理などの
経験を有する電算共同化アドバイザーを迎え推進体制を整備 。 

A町 B町 C村 

町村 

システム組合 

負担金 

ベンダ 契約 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

管理者会 

電算担当 
課長会議 

業務ＷＧ 

負担金協議
委員会 



推進体制 
秋田県町村電算システム共同事業組合 

提供資料 

秋田県町村電算システム共同事業組合組織図 
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